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（ＴＥＬ 03-5860-2111 代表） 

 

サステナビリティ委員会の設置とＴＣＦＤ提言への賛同に関するお知らせ 

 

当社は、2022年７月28日開催の取締役会において、サステナビリティ委員会の設置とＴＣＦＤ提言への賛同

について決議いたしましたので、下記のとおり、お知らせいたします。 

 

記 

 

１．設置の目的 

当社は、「教育・文化事業への貢献を通じて人づくりを目指す」「フランチャイズノウハウの開発普及を通

じて自己実現を支援する」という２つの経営理念と、「個別指導による自立学習を通じて創造力豊かで自立心

に富んだ21世紀社会の人材を育成する」という教育理念を掲げ、個別指導のパイオニアとして、事業活動を通

じて男女の区別なく質の高い教育を得られる機会を提供してまいりました。この創業の理念を「創業の精神」

として引継ぎながら、‟Purpose”“「やればできる」の記憶をつくる”を起点として、社会環境の急速な変化

に対応すべく、時代のニーズを見据えたサービスを提供する様々な事業を創造し「人の可能性をひらく企業グ

ループ」に成長することを目指しております。 

 事業活動を通じて解決すべきサステナビリティを巡る課題を新たな収益機会と認識し、持続可能な社会の実

現に向けた当社の取り組みを加速するために、サステナビリティ委員会を設置いたします。 

 

２．委員会の役割  

脱炭素社会への貢献はもとより、質の高い教育の提供、人権の尊重やダイバーシティのさらなる浸透

など、サステナビリティ経営を実現するための重要課題を決定し、「サステナビリティ基本方針」を策

定し、「サステナビリティ基本方針」のもと、企業価値と環境・社会価値向上の両立を実現してまいり

ます。また気候変動関連のリスクと機会に関して、自社のビジネスに合致したシナリオを用いた長期的

な戦略を検討するために、ＴＣＦＤ※(気候関連財務情報開示タスクフォース)提言へ賛同し、提言に基

づく自主的かつ積極的な情報開示を推進してまいります。  

 

３．委員会の構成  

代表取締役社長を委員長として、社外取締役を含む経営陣幹部で構成いたします。また、中長期的な

企業価値向上の観点から、社外の専門家との対話も積極的・能動的に行うことで段階的に検討内容を充

実させてまいります。 

 

４．設置日 

 2022年11月18日（予定） 

以 上 


